
工衛星（ALOS-2）データの解析では，9 日には溶岩

の噴出が概ね停止したとみられ，噴火活動にさらな

る活発化は認められていません．」と評価され，資料

に引用された．3 月 15 日の警戒が必要な範囲の縮小

の判断に活用された（気象庁，2018a）． 
また，火山噴火予知連絡会にも適宜情報提供し，

第 141 回火山噴火予知連絡会定例会では，火山活動

評価の検討に活用された． 
 

表-3 SAR 強度画像の一覧 
番号 観測年月日（JST）

2018 年 

 [mm/dd hh:mm] 

パス 観測

モード
*1 

入射角

[°] 

 

衛星

進行

方向

電波

照射

方向

緊急

観測

要求*2 

web

掲載*3 

2-1 3/05 12:19 23 U2-7 35.5 南行 右(西) -- 3/09 

2-2 3/06 23:30 124 U3-11 47.8 北行 左(西) ○ 3/07 

2-3 3/07 13:00 29 SPT 45.4 南行 左(東) ○ 3/07 

2-4 3/09 00:12 130 U2-6 32.1 北行 右(東) ○ 3/09 

2-5 3/09 12:05 21 U3-13 53.6 南行 右(西) ○ 3/09 

2-6 3/10 12:26 24 SPT 22.8 南行 右(西) ○ 3/10 

2-7 3/10 23:17 122 SPT 60.9 北行 左(西) ○ 3/11 

2-8 3/11 23:37 125 U2-8 38.5 北行 左(西) ○ 3/12 

2-9 3/12 13:07 30 U3-13 53.2 南行 左(東) ○ 3/12 

2-10 3/14 00:19 131 U2-9 42.9 北行 右(東) ○ 3/14 

2-11 3/14 12:12 22 U3-10 45.7 南行 右(西) ○ 3/14 

2-12 3/15 23:23 123 U3-14 55.1 北行 左(西) ○ 3/16 

2-13 3/18 00:05 129 U1-3 18.7 北行 右(東) ○ -- 

2-14 3/21 13:00 29 SPT 45.4 南行 左(東) ○ 3/23 

2-15 3/26 13:07 30 U3-13 53.2 南行 左(東) ○ 3/29 

2-16 3/28 00:19 131 U2-9 42.9 北行 右(東) ○ 3/29 

2-17 4/11 00:19 131 U2-9 42.9 北行 右(東) -- 4/11 

2-18 5/14 12:19 23 U2-7 35.5 南行 右(西) ○ -- 

2-19 5/21 13:07 30 U3-13 53.2 南行 左(東) ○ -- 

*1「U」は高分解能（3m）モードを，「SPT」はスポットライト（1-3m）モードを示す． 
*2「○」は火山 WG から JAXA に緊急観測要求をして実施された観測を示す． 
*3 月日は国土地理院の web サイトに掲載された時期を示す． 

 

 

(2-1) 2018/03/05 (2-2) 2018/03/06 

衛星進行方向

電波照射方向

電波照射方向

衛星進行方向

Analysis by GSI from ALOS-2 raw data of JAXA Analysis by GSI from ALOS-2 raw data of JAXA

図-7 2018 年 3 月から 5 月までの観測の SAR 強度画像 

(2-5) 2018/03/09 12:05 

(2-3) 2018/03/07 

Analysis by GSI from ALOS-2 raw data of JAXA

Analysis by GSI from ALOS-2 raw data of JAXA

衛星進行方向 

電波照射方向 

衛星進行方向 

電波照射方向

(2-4) 2018/03/09 00:12  

(2-16) 2018/03/28

Analysis by GSI from ALOS-2 raw data of JAXA

Analysis by GSI from ALOS-2 raw data of JAXA

衛星進行方向

電波照射方向

衛星進行方向

電波照射方向

(2-17) 2018/04/11 (2-19) 2018/05/21

衛星進行方向 

電波照射方向 

Analysis by GSI from ALOS-2 raw data of JAXA Analysis by GSI from ALOS-2 raw data of JAXA

衛星進行方向

電波照射方向

図-8 2018 年 3 月から 5 月までの観測の SAR 強度画像 

101だいち 2号 SAR データの解析による霧島山噴火に伴う地表変動の検出



図-9 新燃岳火口の溶岩の範囲の推移 
橙線は 3 月 6 日，赤線は 3 月 7 日，青線は 3 月 9
日 00 時，緑線は 3 月 9 日 12 時，水色線は 3 月 21
日の SAR 強度画像の判読結果． 

 
5. 2018 年 4 月の硫黄山の噴火 
5.1 火山活動の概要 
気象庁（2018b）による硫黄山の火山活動の概要を

以下に述べる． 
2018 年 4 月 19 日 15 時 39 分頃に硫黄山の南側で

噴火が発生し，4 月 20 日 16 時 30 分頃に硫黄山の西

側 500m 付近で噴気が上がった．4 月 26 日 18 時 15
分頃には一時的に噴火が発生した（図-10）．それ以

降噴火は発生しなかったが，活発な噴気活動が続い

た． 
地殻変動観測では，4 月 19 日に噴火が発生した硫

黄山の南側及び西側においてみられていた隆起は，4
月 30 日までにはほぼ収まった． 

硫黄山の噴火警戒レベルは，4 月 19 日 15 時 55 分

に 2（火口周辺規制）から 3（入山規制）に引き上げ

られ，5 月 1 日 14 時 00 分に 3（入山規制）から 2（火

口周辺規制）に引き下げられた． 
 
5.2 解析結果 
霧島山の緊急観測は，4 月 19 日の噴火を踏まえ，

火山 WG は，4 月 20 日の緊急観測を要求した．それ

以降も随時緊急観測を要求し，JAXA は 4 月 20 日か

ら 4 月 23 日までの 4 日間で 6 回と非常に高い頻度で

緊急観測を実施した． 
2018 年 4 月と 5 月に実施した緊急観測と解析ペア

を表-4 に示す．この中で（3-3），（3-4）は通常より

解像度が高いスポットライトモードの観測データを

用いている． 

図-10 硫黄山の噴火位置及び主な熱異常域及び観測位置 
（気象庁，2018b） 
●は，主な熱異常域及び噴気域，●は，4 月 9 日

に確認した噴気域及び熱異常域，●及び●は，4
月 19 日の噴火以降に拡大した噴気域． 

 
図-11 は，2018 年 4 月 23 日までの観測データを用

いた SAR 干渉画像である．これらは 4 月 19 日と 20
日の噴火前後の地表変動を捉えたものである．いず

れも硫黄山南部及びその西側で隆起とみられる衛星

に近づく変動が見られた．（3-1）の観測は，4 月 20
日に硫黄山の西側で噴気が上がる約 16 時間前に実

施されており，その時点で隆起していたと考えられ

る．3.2 節の（1-1）と同様，干渉 SAR で顕著な火山

活動を事前に察知した例として特筆すべきものであ

る．（3-3），（3-5）及び（3-6）では，硫黄山の西側の

変動が複数の箇所あることを示しており，火山活動

が日々変化していることを把握することができた． 
 図-12 は，3 月 11 日，12 日から 4 月 22 日，23 日

までの SAR 干渉画像を基に 2.5 次元解析を行い，変

動の準上下成分と準東西成分を示したものである．

準上下成分では，硫黄山南部及びその西側で隆起が

みられ，変動量は硫黄山南部で最大約9cmであった．

準東西成分では，硫黄山南部で東西に拡大する変動

が見られ，硫黄山周辺で膨張とみられる変動がある

ことが確かめられた．ただし，3 月 11 日から 12 日

までは，変動がないと見なせるのに対し，4 月 22 日

から 23 日までは火山活動が活発な時期で，4 月 22
日，23 日の観測の間（約 13 時間）に発生した変動

が，（3-6）にのみ含まれることに注意が必要である．

つまり，2.5 次元解析の二つの元データ（3 月 11 日

から 4 月 22 日及び 3 月 12 日から 4 月 23 日）に含ま

れる変動は厳密には同じではなく，導出した準上下

成分と準東西成分には 4 月 22 日，23 日の観測の間

（約 13 時間）の地殻変動量を無視した仮定に起因す

る誤差が含まれる． 
 図-13 は，2018 年 5 月 4 日までの観測データを用

いた解析の SAR 干渉画像である．（3-8）で硫黄山南

部及びその西側でわずかに隆起とみられる衛星に近

づく変動が見られる．これは 4 月 19 日，20 日の噴

火に伴う変動があったものの4月30日時点では噴火

前の状態に近づきつつあることを示しており，火山

活動が活発した後に，沈静化に向かったことを示し

ている．（3-9）で硫黄山南部及びその西側で沈降と

みられる衛星から遠ざかる変動が見られる．変動箇

所は（3-1）で隆起した箇所とほぼ一致しており，

（3-8）の結果と同様，この期間に火山活動が沈静化

したことを示している． 
 
5.3 結果の公表とアクセス数 
硫黄山の SAR 干渉画像を観測後速やかに解析し，

順次国土地理院の web サイトに掲載した．web 掲載

回数は 4 月 20 日から 5 月 2 日までで計 4 回で，掲載

した画像は 4 枚であった（国土地理院，2018c）． 
硫黄山の西側の隆起を捉えた（3-1）は，噴煙が上

がる約 1 時間前の 4 月 20 日 15 時 20 分に公開され，

この画像へのアクセス数は同日17時までに7千件に，

同日 21 時までに 1.5 万件に達した． 
web サイトに掲載された 4 枚について，観測から

公開まで最短 4 時間 30 分，平均約 24 時間を要し，

地理院地図のアクセス数は 4 月のみで（3-1）には約

3 万件，（3-3）には約 2 万件であった． 

なお，（3-3）はスポットライトモードの SAR 干渉

画像として初めて国土地理院の防災関連のwebサイ

トに掲載された事例となった． 
SAR 干渉画像で捉えた硫黄山周辺の隆起につい

て，4 月 20 日から 4 月 26 日までに，新聞，テレビ

等の各媒体で計 5 回（国土地理院調べ）報道された．  
 

5.4 火山活動評価，災害対応への活用 
硫黄山の SAR 干渉画像を国土地理院の web サイ

トに掲載する際に関係機関に提供した．提供した情

報は，気象庁の火山活動解説資料の地殻変動の状況

に「だいち 2 号の SAR データを使用した国土地理院

の解析によると，4 月 23 日までの観測で硫黄山の南

側及びその西側で隆起と考えられる変動がみられて

いましたが，4 月 30 日の観測では小さくなっていま

す．」と評価され，資料に引用された．さらに 5 月 1
日の噴火警戒レベル 3 から 2 への引き下げに活用さ

れた（気象庁，2018b）． 
また，火山噴火予知連絡会にも適宜情報提供し，

第 141 回火山噴火予知連絡会では，火山活動評価で

「GNSS 観測や SAR 干渉解析では，3 月頃から硫黄

山火口浅部の膨張を示す変動がみられました．」と評

価された（気象庁，2018d）． 
関係機関に提供しなかった解析結果は，国土地理

院内における火山活動の監視に使用した． 
 

表-4 実施された緊急観測と解析ペア一覧 
図番号 2 回目 

観測年月日*1 

[mm/dd hh:mm] 

1 回目 

観測年月日*1 

[yyyy/mm/dd] 

取得 

間隔 

[日間]

パス 観測

モード
*2 

入射角

[°] 

 

衛星

進行

方向

電波

照射

方向 

垂直 

基線長 

[m]  

緊急

観測

要求*3

web

公開*4

3-1 4/20 00:12 2018/03/09 42 130 U2-6 32.1 北行 右(東) -15 ○ 4/20

3-2 4/20 12:05 2018/03/09 42 21 U3-13 53.6 南行 右(西)  -35 ○ -- 

3-3 4/21 12:26 2018/03/10 42 24 SPT 22.8 南行 右(西) +8 ○ 4/21

3-4 4/21 23:17 2018/03/10 42 122 SPT 60.9 北行 左(西) -24 ○ -- 

3-5 4/22 23:37 2018/03/11 42 125 U2-8 38.5 北行 左(西) -9 ○ -- 

3-6 4/23 13:06 2018/03/12 42 30 U3-13 53.2 南行 左(東) -73 ○ -- 

3-6’ 4/23 13:06 2018/03/26 28 30 U3-13 53.2 南行 左(東) -120 ○ 4/24

3-7 4/26 23:23 2018/03/15 42 123 U3-14 55.1 北行 左(西) +18 ○ -- 

3-8 4/30 12:19 2018/04/16 14 23 U2-7 35.5 南行 右(西) -107 ○ 5/2 

3-9 5/04 00:12 2018/04/20 14 130 U2-6 32.1 北行 右(東) +36 ○ -- 

*1 観測年月日は日本標準時．2 回目観測は全て 2018 年．1 回目の観測時刻は 2 回目と同じ． 
*2「U」は高分解能（3m）モードを，「SPT」はスポットライト（1-3m）モードを示す． 
*3「○」は火山 WG から JAXA に緊急観測要求をして実施された観測を示す． 
*4 月日は国土地理院の web サイトに掲載された時期を示す． 
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図-9 新燃岳火口の溶岩の範囲の推移 
橙線は 3 月 6 日，赤線は 3 月 7 日，青線は 3 月 9
日 00 時，緑線は 3 月 9 日 12 時，水色線は 3 月 21
日の SAR 強度画像の判読結果． 

 
5. 2018 年 4 月の硫黄山の噴火 
5.1 火山活動の概要 

気象庁（2018b）による硫黄山の火山活動の概要を

以下に述べる． 
2018 年 4 月 19 日 15 時 39 分頃に硫黄山の南側で

噴火が発生し，4 月 20 日 16 時 30 分頃に硫黄山の西

側 500m 付近で噴気が上がった．4 月 26 日 18 時 15
分頃には一時的に噴火が発生した（図-10）．それ以

降噴火は発生しなかったが，活発な噴気活動が続い

た． 
地殻変動観測では，4 月 19 日に噴火が発生した硫

黄山の南側及び西側においてみられていた隆起は，4
月 30 日までにはほぼ収まった． 

硫黄山の噴火警戒レベルは，4 月 19 日 15 時 55 分

に 2（火口周辺規制）から 3（入山規制）に引き上げ

られ，5 月 1 日 14 時 00 分に 3（入山規制）から 2（火

口周辺規制）に引き下げられた． 
 
5.2 解析結果 

霧島山の緊急観測は，4 月 19 日の噴火を踏まえ，

火山 WG は，4 月 20 日の緊急観測を要求した．それ

以降も随時緊急観測を要求し，JAXA は 4 月 20 日か

ら 4 月 23 日までの 4 日間で 6 回と非常に高い頻度で

緊急観測を実施した． 
2018 年 4 月と 5 月に実施した緊急観測と解析ペア

を表-4 に示す．この中で（3-3），（3-4）は通常より

解像度が高いスポットライトモードの観測データを

用いている． 

図-10 硫黄山の噴火位置及び主な熱異常域及び観測位置 
（気象庁，2018b） 
●は，主な熱異常域及び噴気域，●は，4 月 9 日

に確認した噴気域及び熱異常域，●及び●は，4
月 19 日の噴火以降に拡大した噴気域． 

 
図-11 は，2018 年 4 月 23 日までの観測データを用

いた SAR 干渉画像である．これらは 4 月 19 日と 20
日の噴火前後の地表変動を捉えたものである．いず

れも硫黄山南部及びその西側で隆起とみられる衛星

に近づく変動が見られた．（3-1）の観測は，4 月 20
日に硫黄山の西側で噴気が上がる約 16 時間前に実

施されており，その時点で隆起していたと考えられ

る．3.2 節の（1-1）と同様，干渉 SAR で顕著な火山

活動を事前に察知した例として特筆すべきものであ

る．（3-3），（3-5）及び（3-6）では，硫黄山の西側の

変動が複数の箇所あることを示しており，火山活動

が日々変化していることを把握することができた． 
 図-12 は，3 月 11 日，12 日から 4 月 22 日，23 日

までの SAR 干渉画像を基に 2.5 次元解析を行い，変

動の準上下成分と準東西成分を示したものである．

準上下成分では，硫黄山南部及びその西側で隆起が

みられ，変動量は硫黄山南部で最大約9cmであった．

準東西成分では，硫黄山南部で東西に拡大する変動

が見られ，硫黄山周辺で膨張とみられる変動がある

ことが確かめられた．ただし，3 月 11 日から 12 日

までは，変動がないと見なせるのに対し，4 月 22 日

から 23 日までは火山活動が活発な時期で，4 月 22
日，23 日の観測の間（約 13 時間）に発生した変動

が，（3-6）にのみ含まれることに注意が必要である．

つまり，2.5 次元解析の二つの元データ（3 月 11 日

から 4 月 22 日及び 3 月 12 日から 4 月 23 日）に含ま

れる変動は厳密には同じではなく，導出した準上下

成分と準東西成分には 4 月 22 日，23 日の観測の間

（約 13 時間）の地殻変動量を無視した仮定に起因す

る誤差が含まれる． 
 図-13 は，2018 年 5 月 4 日までの観測データを用

いた解析の SAR 干渉画像である．（3-8）で硫黄山南

部及びその西側でわずかに隆起とみられる衛星に近

づく変動が見られる．これは 4 月 19 日，20 日の噴

火に伴う変動があったものの4月30日時点では噴火

前の状態に近づきつつあることを示しており，火山

活動が活発した後に，沈静化に向かったことを示し

ている．（3-9）で硫黄山南部及びその西側で沈降と

みられる衛星から遠ざかる変動が見られる．変動箇

所は（3-1）で隆起した箇所とほぼ一致しており，

（3-8）の結果と同様，この期間に火山活動が沈静化

したことを示している． 
 
5.3 結果の公表とアクセス数 
硫黄山の SAR 干渉画像を観測後速やかに解析し，

順次国土地理院の web サイトに掲載した．web 掲載

回数は 4 月 20 日から 5 月 2 日までで計 4 回で，掲載

した画像は 4 枚であった（国土地理院，2018c）． 
硫黄山の西側の隆起を捉えた（3-1）は，噴煙が上

がる約 1 時間前の 4 月 20 日 15 時 20 分に公開され，

この画像へのアクセス数は同日17時までに7千件に，

同日 21 時までに 1.5 万件に達した． 
web サイトに掲載された 4 枚について，観測から

公開まで最短 4 時間 30 分，平均約 24 時間を要し，

地理院地図のアクセス数は 4 月のみで（3-1）には約

3 万件，（3-3）には約 2 万件であった． 

なお，（3-3）はスポットライトモードの SAR 干渉

画像として初めて国土地理院の防災関連のwebサイ

トに掲載された事例となった． 
SAR 干渉画像で捉えた硫黄山周辺の隆起につい

て，4 月 20 日から 4 月 26 日までに，新聞，テレビ

等の各媒体で計 5 回（国土地理院調べ）報道された．  
 

5.4 火山活動評価，災害対応への活用 
硫黄山の SAR 干渉画像を国土地理院の web サイ

トに掲載する際に関係機関に提供した．提供した情

報は，気象庁の火山活動解説資料の地殻変動の状況

に「だいち 2 号の SAR データを使用した国土地理院

の解析によると，4 月 23 日までの観測で硫黄山の南

側及びその西側で隆起と考えられる変動がみられて

いましたが，4 月 30 日の観測では小さくなっていま

す．」と評価され，資料に引用された．さらに 5 月 1
日の噴火警戒レベル 3 から 2 への引き下げに活用さ

れた（気象庁，2018b）． 
また，火山噴火予知連絡会にも適宜情報提供し，

第 141 回火山噴火予知連絡会では，火山活動評価で

「GNSS 観測や SAR 干渉解析では，3 月頃から硫黄

山火口浅部の膨張を示す変動がみられました．」と評

価された（気象庁，2018d）． 
関係機関に提供しなかった解析結果は，国土地理

院内における火山活動の監視に使用した． 
 

表-4 実施された緊急観測と解析ペア一覧 
図番号 2 回目 

観測年月日*1 

[mm/dd hh:mm] 

1 回目 

観測年月日*1 

[yyyy/mm/dd] 

取得 

間隔 

[日間]

パス 観測

モード
*2 

入射角

[°] 

 

衛星

進行

方向

電波

照射

方向 

垂直 

基線長 

[m]  

緊急

観測

要求*3

web

公開*4

3-1 4/20 00:12 2018/03/09 42 130 U2-6 32.1 北行 右(東) -15 ○ 4/20

3-2 4/20 12:05 2018/03/09 42 21 U3-13 53.6 南行 右(西)  -35 ○ -- 

3-3 4/21 12:26 2018/03/10 42 24 SPT 22.8 南行 右(西) +8 ○ 4/21

3-4 4/21 23:17 2018/03/10 42 122 SPT 60.9 北行 左(西) -24 ○ -- 

3-5 4/22 23:37 2018/03/11 42 125 U2-8 38.5 北行 左(西) -9 ○ -- 

3-6 4/23 13:06 2018/03/12 42 30 U3-13 53.2 南行 左(東) -73 ○ -- 

3-6’ 4/23 13:06 2018/03/26 28 30 U3-13 53.2 南行 左(東) -120 ○ 4/24

3-7 4/26 23:23 2018/03/15 42 123 U3-14 55.1 北行 左(西) +18 ○ -- 

3-8 4/30 12:19 2018/04/16 14 23 U2-7 35.5 南行 右(西) -107 ○ 5/2 

3-9 5/04 00:12 2018/04/20 14 130 U2-6 32.1 北行 右(東) +36 ○ -- 

*1 観測年月日は日本標準時．2 回目観測は全て 2018 年．1 回目の観測時刻は 2 回目と同じ． 
*2「U」は高分解能（3m）モードを，「SPT」はスポットライト（1-3m）モードを示す． 
*3「○」は火山 WG から JAXA に緊急観測要求をして実施された観測を示す． 
*4 月日は国土地理院の web サイトに掲載された時期を示す． 
 

103だいち 2号 SAR データの解析による霧島山噴火に伴う地表変動の検出



 
 

 

図-11 2018 年 4 月 23 日までの観測データを用いた解析の SAR 干渉画像 
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図-12 （3-5）2018/03/11-2018/04/22 と（3-6）2018/03/12-2018/04/23 の 2.5 次元解析結果 

左：準上下成分 右：準東西成分の変位量 等量線の間隔は 1cm． 
※2018/04/22 と 04/23 の間に地表変動があるとみられるので上の図の変動量は実際と異なる場合がある． 

 

 

図-13 2018 年 5 月 4 日までの観測データを用いた解析の SAR 干渉画像 
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6. 議論 
6.1 情報提供の迅速化 
 SAR 干渉画像又は SAR 強度画像を国土地理院の

web サイトに掲載するに当たり，観測から掲載まで

最短で 4 時間，平均で約 24 時間を要した．今後更に

災害対応に活用されるために，より迅速な情報提供

をしたい． 
そこで，解析時間の短縮を目的とした解析ソフト

ウェアの改造を実施する予定である．現在のソフト

ウェアでは，解析ペアの選択や，解析ソフトの立ち

上げなどを手動で行っているが，これらを自動化す

ることによって，より迅速に解析結果を得ることが

期待できる．また，GPU の利用といった処理システ

ムの改良による解析の高速化も情報提供の迅速化に

つながるため，今後検討すべき課題の一つである． 
 また，web サイト掲載の際には，SAR 干渉画像と

その画像から得られる変動情報の解釈を含む解説文

を付しているが，この解説文の作成に数時間を費や

すことがあった．一般向けには従来どおり解説文が

できた段階で，SAR 干渉画像とその解説文を情報提

供せざるを得ないが，SAR 干渉画像等を見て判断で

きる専門家向けには国土地理院（2018d）のように

SAR 干渉画像のみを迅速に情報提供することも検

討したい． 
 

6.2 先進レーダ衛星（ALOS-4）への対応 
本稿の事例では，霧島山周辺において多くの緊急

観測が実施された．その結果，本来観測されるはず

だった定常観測はキャンセルされ，当該範囲の変動

監視の機会を失うことになった．これは，高分解能

モードでは観測幅の関係から一回帰（14 日）で日本

域全てを観測することができず，回帰毎に複数のビ

ームでカバーする必要があるため止むを得ないこと

である． 
だいち2号の後継機となる平成32年度に打ち上げ

予定の先進レーダ衛星（ALOS-4）では，高分解能モ

ードの観測幅が 4 倍（約 200km）になる（宇宙航空

研究開発機構，2017）．これにより，一度に観測され

る面積が増え，定常観測のままで当該箇所を観測で

きる機会が増える．緊急観測によって観測域がずれ

る場合も変動監視機会の損失は発生しにくくなる．

また，定常観測で任意の地点における観測頻度が増

えるため，解析時の 1 回目の観測データが比較的新

しいものを用いることができ，干渉性を高められる

ことが期待できる． 
一方で，先進レーダ衛星（ALOS-4）では定常解析

で処理すべきデータ量が増大する．SAR 衛星による

地表変動の把握を切れ目なく実施していくため，デ

ータ処理量の増大に対応した解析システムの構築を

先進レーダ衛星（ALOS-4）運用時に間に合うように

着実に進めていく必要がある． 
 

6.3 DEHM 更新の重要性 
国土地理院は，平成 30 年 3 月 27 日，航空機 SAR

による新燃岳周辺の SAR 強度画像を作成した．その

結果，新燃岳火口内が溶岩でほぼ満たされ，北西の

縁から流出している様子を確認した（図-14）．この

観測データから見積もられた新規の溶岩の体積は約

1,600 万 m3であった（国土地理院，2018b）． 
 

 
図-14 新燃岳の西側から航空機 SAR で観測した SAR

強度画像（国土地理院，2018b） 
観測高度約 3,750m，オフナディア角 70° 

 
一方，（2-14）の SAR 強度画像から判読した溶岩

の範囲は約 40 万 m2であり，溶岩の厚みが一様であ

ると仮定した場合，溶岩によって約+40m の標高変

化があったことになる． 
約+40m の標高変化は，SAR 干渉解析における誤

差要因となる場合がある．解析では，DEHM 中の楕

円体高に依存する地形縞を計算し，除去している．

DEHM ファイルと実際の地形に乖離がある場合，地

形縞の推定が正しくできず，地形縞を除去しても誤

差が残ってしまう．例えば，（3-11）では，観測時の

標高と DEHM の差が−438m あると，位相 1 周分（衛

星－地表視線方向で約 12cm の変位量）の誤差が含

まれる．よって，約+40m の標高変化があったと仮

定すると，SAR 干渉画像には 40/(−438)*12=−1.1cm
の誤差が含まれることになる． 
そこで，3 月 27 日の航空機 SAR の観測データを

基に作成した DSM ファイルを用いて，新燃岳周辺

の DEHM ファイルを作成した．2018 年 4 月以降の

新燃岳の SAR 干渉解析においては，この DEHM フ

ァイルを用いることを標準とした． 
SAR 干渉解析で用いる DEHM ファイルが実際の

地形と整合していない場合，解析結果に誤差を含む

ことがあるので，今後も大きな地形変化があれば

DEHM ファイルを修正する． 
干渉 SAR による地殻変動監視は，しばしば複数の

平面直角座標系にまたがって行われるため，地形縞

の計算に不可欠な DEHM の元となる DEM データは，

平面直角座標系よりも広域での総合的な利用に適し

た経緯度で区分された形式で用意しておくことが望

ましい． 
 
7. まとめ 

霧島山の新燃岳及び硫黄山の噴火に際し，火山

WG 及び JAXA の対応により，だいち 2 号による緊

急観測が非常に高い頻度で実施された．国土地理院

は，だいち 2 号の観測データを用いて，SAR 干渉解

析や SAR 強度画像の作成を実施し，一連の火山活動

に伴う詳細な地表変動や地形変化を時系列に沿って

迅速に把握した． 
中でも噴火のような顕著な火山活動の前に微小な

地表の変動を把握できたことや，スポットライトモ

ードの観測データを用いた SAR 干渉解析による硫

黄山における変動を把握したことは，大きな成果で

あった．また，SAR 強度画像を比較することで航空

機 SAR の強度画像と同様に新燃岳火口の溶岩範囲 

の推移を把握することができた． 
硫黄山，新燃岳のいずれも，GEONET による GNSS

観測だけでは把握が困難な局所的な変動であり，

SAR の有効性を示すことができた． 
SAR 干渉解析等により顕著な変動情報を得た際

は，当該の SAR 干渉画像等を国土地理院の web サ

イトに掲載した．観測から最短で 4 時間，平均でも

約 24 時間で掲載しており，迅速に情報提供ができた． 
提供した情報は，火山噴火予知連絡会等で火山活

動評価及び噴火警戒レベルの判断に活用された． 
今後の課題は，より迅速に解析結果を得るために

解析の自動化等を進めること，及び，SAR 衛星によ

る地表変動の把握を切れ目なく実施するために平成

32 年度に打ち上げ予定の先進レーダ衛星（ALOS-4）
の観測データに対応した解析システムの構築を着実

に進めていくことが挙げられる． 
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すことがあった．一般向けには従来どおり解説文が

できた段階で，SAR 干渉画像とその解説文を情報提

供せざるを得ないが，SAR 干渉画像等を見て判断で

きる専門家向けには国土地理院（2018d）のように

SAR 干渉画像のみを迅速に情報提供することも検

討したい． 
 

6.2 先進レーダ衛星（ALOS-4）への対応 
本稿の事例では，霧島山周辺において多くの緊急

観測が実施された．その結果，本来観測されるはず

だった定常観測はキャンセルされ，当該範囲の変動

監視の機会を失うことになった．これは，高分解能

モードでは観測幅の関係から一回帰（14 日）で日本

域全てを観測することができず，回帰毎に複数のビ

ームでカバーする必要があるため止むを得ないこと

である． 
だいち2号の後継機となる平成32年度に打ち上げ

予定の先進レーダ衛星（ALOS-4）では，高分解能モ

ードの観測幅が 4 倍（約 200km）になる（宇宙航空

研究開発機構，2017）．これにより，一度に観測され

る面積が増え，定常観測のままで当該箇所を観測で

きる機会が増える．緊急観測によって観測域がずれ

る場合も変動監視機会の損失は発生しにくくなる．

また，定常観測で任意の地点における観測頻度が増

えるため，解析時の 1 回目の観測データが比較的新

しいものを用いることができ，干渉性を高められる

ことが期待できる． 
一方で，先進レーダ衛星（ALOS-4）では定常解析

で処理すべきデータ量が増大する．SAR 衛星による

地表変動の把握を切れ目なく実施していくため，デ

ータ処理量の増大に対応した解析システムの構築を

先進レーダ衛星（ALOS-4）運用時に間に合うように

着実に進めていく必要がある． 
 

6.3 DEHM 更新の重要性 
国土地理院は，平成 30 年 3 月 27 日，航空機 SAR

による新燃岳周辺の SAR 強度画像を作成した．その

結果，新燃岳火口内が溶岩でほぼ満たされ，北西の

縁から流出している様子を確認した（図-14）．この

観測データから見積もられた新規の溶岩の体積は約

1,600 万 m3であった（国土地理院，2018b）． 
 

 
図-14 新燃岳の西側から航空機 SAR で観測した SAR

強度画像（国土地理院，2018b） 
観測高度約 3,750m，オフナディア角 70° 

 
一方，（2-14）の SAR 強度画像から判読した溶岩

の範囲は約 40 万 m2であり，溶岩の厚みが一様であ

ると仮定した場合，溶岩によって約+40m の標高変

化があったことになる． 
約+40m の標高変化は，SAR 干渉解析における誤

差要因となる場合がある．解析では，DEHM 中の楕

円体高に依存する地形縞を計算し，除去している．

DEHM ファイルと実際の地形に乖離がある場合，地

形縞の推定が正しくできず，地形縞を除去しても誤

差が残ってしまう．例えば，（3-11）では，観測時の

標高と DEHM の差が−438m あると，位相 1 周分（衛

星－地表視線方向で約 12cm の変位量）の誤差が含

まれる．よって，約+40m の標高変化があったと仮

定すると，SAR 干渉画像には 40/(−438)*12=−1.1cm
の誤差が含まれることになる． 

そこで，3 月 27 日の航空機 SAR の観測データを

基に作成した DSM ファイルを用いて，新燃岳周辺

の DEHM ファイルを作成した．2018 年 4 月以降の

新燃岳の SAR 干渉解析においては，この DEHM フ

ァイルを用いることを標準とした． 
SAR 干渉解析で用いる DEHM ファイルが実際の

地形と整合していない場合，解析結果に誤差を含む

ことがあるので，今後も大きな地形変化があれば

DEHM ファイルを修正する． 
干渉 SAR による地殻変動監視は，しばしば複数の

平面直角座標系にまたがって行われるため，地形縞

の計算に不可欠な DEHM の元となる DEM データは，

平面直角座標系よりも広域での総合的な利用に適し

た経緯度で区分された形式で用意しておくことが望

ましい． 
 
7. まとめ 
霧島山の新燃岳及び硫黄山の噴火に際し，火山

WG 及び JAXA の対応により，だいち 2 号による緊

急観測が非常に高い頻度で実施された．国土地理院

は，だいち 2 号の観測データを用いて，SAR 干渉解

析や SAR 強度画像の作成を実施し，一連の火山活動

に伴う詳細な地表変動や地形変化を時系列に沿って

迅速に把握した． 
中でも噴火のような顕著な火山活動の前に微小な

地表の変動を把握できたことや，スポットライトモ

ードの観測データを用いた SAR 干渉解析による硫

黄山における変動を把握したことは，大きな成果で

あった．また，SAR 強度画像を比較することで航空

機 SAR の強度画像と同様に新燃岳火口の溶岩範囲 

の推移を把握することができた． 
硫黄山，新燃岳のいずれも，GEONET による GNSS

観測だけでは把握が困難な局所的な変動であり，

SAR の有効性を示すことができた． 
SAR 干渉解析等により顕著な変動情報を得た際

は，当該の SAR 干渉画像等を国土地理院の web サ

イトに掲載した．観測から最短で 4 時間，平均でも

約 24 時間で掲載しており，迅速に情報提供ができた． 
提供した情報は，火山噴火予知連絡会等で火山活

動評価及び噴火警戒レベルの判断に活用された． 
今後の課題は，より迅速に解析結果を得るために

解析の自動化等を進めること，及び，SAR 衛星によ

る地表変動の把握を切れ目なく実施するために平成

32 年度に打ち上げ予定の先進レーダ衛星（ALOS-4）
の観測データに対応した解析システムの構築を着実

に進めていくことが挙げられる． 
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屋外 3 次元空間における高精度衛星測位の適用範囲拡大のための技術開発 
Technical Development for Applicable Area Expansion of GNSS Precise Positioning 
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Kazuki SAKAI, Tomoaki FURUYA, Yuki KAMAKARI, Hiromi YAMAO, Yohei HIYAMA 

and Yuki HATANAKA 
 

要 旨 
上空が建物等で遮られる都市部ビル街等で，GPS

や準天頂衛星システム「みちびき」等の GNSS を用

いて測位を行う際，上空を遮る建物等により反射・

回折した品質の悪い信号（マルチパス）の影響を受

け，測位精度が悪化してしまう．そこで国土地理院

では，上空視界が開けておらず高精度衛星測位が困

難な地域において，その適用範囲を拡大することを

目的に，上空視界情報の利用及び測位信号の品質検

定によりマルチパスの影響を取り除く手法の開発に

取り組んできた．開発した手法は「上空写真法」，「ド

ップラー法」，「3 次元建物法」及び「ドップラー速

度法」である． 
開発した各手法を神戸市内での GNSS 定点観測に

より検証した結果，上空視界が一定以上開けている

場所において，得られる座標の精度が向上すること

を確認した．中でも上空視界情報を利用してマスク

を作成し，衛星の選択を行う上空写真法と 3 次元建

物法が効果的であった．マスクに求められる精度に

ついては，マスクにずれを与えて適用し，その効果

が確保できるずれの範囲を評価した結果，全方位角

平均で仰角のずれが 15°程度以下ならば，概ねマス

クの適用による測位結果の改善が期待できることが

わかった．また，リアルタイム測位で実用性が高い

と考えられた 3 次元建物法について，3 次元建物情

報からマスクを作成するのに必要な位置座標の推定

を組み込むよう手法の改良を実施した．改良を踏ま

え神戸市内においてリアルタイム測位を模した検証

を行い，衛星可視率 55%以上でマルチパス軽減手法

の適用により測位結果は安定して改善した．これら

評価結果から各手法の長所・短所を整理し，測位環

境に応じた手法の適用指針としてまとめた． 
 
1. はじめに 
各国における GNSS（Global Navigation Satellite 

System / 全球測位衛星システム）の整備に伴い，複

数の異なる衛星システムを用いて測位を行うことに

より，これまで上空視界が制限され，測位に必要な

衛星数が確保できなかった地域において，衛星数の

問題が解決し，衛星測位の適用範囲拡大が可能とな

る環境が実現した．そのため，国土地理院では平成

23 年度から平成 26 年度にかけて，国土交通省総合

技術開発プロジェクト「高度な国土管理のための複

数の衛星測位システム（マルチ GNSS）による高精

度測位技術の開発」を実施し，マルチ GNSS を活用

するための技術開発を行ってきた．これにより，異

なる衛星系からの信号を統合的に解析することが可

能になった． 
しかし，大都市ビル街等上空視界が大きく制限さ

れた場所では未だ問題があった．それは衛星からの

信号が，建物等で反射・回折して受信されることに

よる測位精度の悪化である（図-1）．測位精度の悪化

を防ぐためには，上空視界情報等を利用して，品質

の悪い信号を自動的に選択し，除去することが必要

である． 
このため，国土地理院では平成 27 年度から平成

29 年度にかけて，国土交通省総合技術開発プロジェ

クト「3 次元地理空間情報を活用した安全・安心・

快適な社会実現のための技術開発」（以下「3 次元総

プロ」という．）の一環として，「屋外 3 次元空間に

おける高精度衛星測位の適用範囲拡大のための技術

開発」を実施した．本稿では，都市部ビル街等で衛

星測位を実施する際に誤差の要因となるマルチパス

を軽減するための手法の調査・選定，アルゴリズム

開発，手法の検証結果，検証結果から得られた手法

の適用指針について報告する． 
 

図-1 ビル街等で測位を行う際に問題となる 
マルチパス（反射・回折した信号）のイメージ 

現所属：1九州地方測量部. 2測地部. 3 内閣府. 4北陸地方測量部. 5 国土交通省. 6地理地殻活動研究センター  
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